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1 連結損益計算書

　当連結会計年度における業績は、営業収益は、航
空機発着回数が堅調に推移したことにより、航空機
材の小型化に伴う機材重量の減少はあるものの、空
港使用料収入が前期並み、また旺盛な訪日需要等を
背景に国際線旅客数が増加したことにより旅客施設
使用料収入は増収、物販・飲食収入、構内営業料収

入は、国際線旅客数の増加や前年度下期以降に順次
開業した新店効果等により増収となり、全体として前
年同期比6.4%増の231,288百万円となった。
　営業利益は前年同期比12.5%増の46,620百万円、
経常利益は前年同期比16.0%増の43,247百万円、親
会社株主に帰属する当期純利益は前年同期比41.7%
増の35,918百万円となった。

2 連結貸借対照表 
（１）資産の部
　資産は、前連 結会計年度 末比2.2%減の810,503
百万円となった。流動資産は、現金及び預金、売掛
金の増加等により前連 結会計年度末比13.1%増の
66,969百万円となった。固定資産は、設備投資による
増加以上に減価償却が進んだことから前連結会計年
度末比3.4%減の743,534百万円となった。

（２）負債の部
　負債は、前連 結会計年度 末比9.0%減の469,319
百万円となった。流動負債は、1年内償還予定の社
債の増加等により、前連結会計年度末比12.5%増の
112,670百万円となった。固定負債は、流動負債への
振替による社債の減少、長期借入金の減少、厚生年金

基金の代行返上による退職給付に係る負債の減少等
により、前連結会計年度末比14.2%減の356,648百万
円となった。なお、長期借入金残高（1年内返済を含む）
は、36,617百万円の返済を行ったことにより59,827
百万円となり、社債残高（1年内償還を含む）348,997
百万円と合わせた長期債務残高は前連結会計年度末
比7.6%減の408,824百万円となった。

（３）純資産の部
　 株 主 資 本 は、前 連 結 会 計 年 度 末 比9.3%増 の
333,045百万円となった。これは配当金の支払いが
あったものの、親会社株主に帰属する当期純利益が
35,918百万円計上されたことによるものである。当連
結会計年度末の自己資本比率は、前連結会計年度末
の36.8%から41.1%へ増加した。
　非支配株主持分は、前連結会計年度末比0.6%増
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【連結損益計算書】 ※表中の金額は、単位未満切り捨て

前連結会計年度
  （自2016年4月1日
    至2017年3月31日）

A

当連結会計年度
  （自2017年4月1日
    至2018年3月31日）

B

増　　　減

B - A B/A × 100

区　　　　　　　分 金額（億円） 金額（億円） 金額（億円） （％）
Ⅰ　営業収益 2,174 2,312 138 106.4 
Ⅱ　営業原価 1,443 1,515 72 105.0 
　　　営業総利益 731 797 66 109.1 
Ⅲ　販売費及び一般管理費 316 331 14 104.7 
　　　営業利益 414 466 51 112.5 
Ⅳ　営業外収益 6 6 △ 0 99.5 
Ⅴ　営業外費用 47 39 △ 7 83.5 
　　　経常利益 372 432 59 116.0 
Ⅵ　特別利益 5 135 130 −
Ⅶ　特別損失 5 42 36 717.0 
　　　税金等調整前当期純利益 372 525 153 141.1 
　　　法人税、住民税及び事業税 114 123 8 107.2 
　　　法人税等調整額 2 43 40 −
　　　非支配株主に帰属する当期純利益 1 △ 0 △ 1 −
　　　親会社株主に帰属する当期純利益 253 359 105 141.7 
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前連結会計年度
（2017年3月31日）

A

当連結会計年度
（2018年3月31日）

B
増　　　減

B - A B/A × 100
区　　　　　　　分 金額（億円） 金額（億円） 金額（億円） （％）

 （負債の部）
 Ⅰ　流動負債 1,001 1,126 125 112.5 
 Ⅱ　固定負債 4,158 3,566 △ 592 85.8 
 負債合計 5,160 4,693 △ 466 91.0 
 （純資産の部）
 Ⅰ　株主資本 3,047 3,330 283 109.3 
   　 1　資本金 1,000 1,000 − 100.0 
   　 2    資本剰余金 516 516 − 100.0 
   　 3    利益剰余金 1,530 1,813 283 118.5 
 Ⅱ　 その他の包括利益累計額 3 2 △ 1 60.8 
   　 1　その他有価証券評価差額金 0 0 0 168.9 
    　2    繰延ヘッジ損益 △ 1 △ 0 0 −
   　 3    退職給付に係る調整累計額 4 2 △ 2 52.4 
 Ⅲ　 非支配株主持分 78 79 0 100.6 
 純資産合計 3,129 3,411 282 109.0 
 負債・純資産合計 8,289 8,105 △ 184 97.8 

【連結貸借対照表】 ※表中の金額は、単位未満切り捨て

前連結会計年度
(2017年3月31日)

A

当連結会計年度
（2018年3月31日）

B
増　　　減

B - A B/A × 100
区　　　　　　　分 金額（億円） 金額（億円） 金額（億円） （％）

 （資産の部）
  Ⅰ　流動資産 592 669 77 113.1 
  Ⅱ　固定資産 7,697 7,435 △ 262 96.6 
   　 1　有形固定資産 7,352 7,147 △ 204 97.2 
   　 2　無形固定資産 139 128 △ 11 92.0 
   　 3　投資その他の資産 206 159 △ 46 77.6 
 資産合計 8,289 8,105 △ 184 97.8 

の7,911百万円となり、その他の包括利益累計額を
含めた純資産合計は前連結会計年度末比9.0%増の

341,184百万円となった。
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【連結キャッシュ・フロー計算書】 ※表中の金額は、単位未満切り捨て

前連結会計年度
  （自2016年4月1日
    至2017年3月31日）

A

当連結会計年度
  （自2017年4月1日
    至2018年3月31日）

B

増　　　減

B - A
区　　　　　　　分 金額（億円） 金額（億円） 金額（億円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 678 662 △ 16
税金等調整前当期純利益 372 525 153
減価償却費 406 398 △ 8
退職給付に係る負債の増減額（減少：△） 13 △ 31 △ 44
厚生年金基金代行返上損益（益：△） − △ 133 △ 133
減損損失 − 14 14
固定資産除却損及び圧縮損 8 21 12
売上債権の増減額（増加：△） △ 5 △ 32 △ 27
仕入債務の増減額（減少：△） △ 5 7 12
未払消費税等の増減額（減少：△） 13 △ 11 △ 24
法人税等の支払額 △ 128 △ 112 16
その他 3 17 13

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 258 △ 211 46
固定資産の取得による支出 △ 255 △ 209 45
固定資産の売却による収入 1 0 △ 1
定期預金の払戻による収入 − 0 0
長期前払費用の取得による支出 △ 4 △ 2 2
その他 0 0 0

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 412 △ 414 △ 1
　　　長期借入金の返済による支出 △ 369 △ 366 3
　　　社債の発行による収入 348 328 △ 19
　　　社債の償還による支出 △ 300 △ 300 −
　　　配当金の支払額 △ 72 △ 76 △ 3
　　　その他 △ 18 △ 0 17
Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 6 36 29
Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 311 318 6
Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 318 354 36

3 キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、
前連結会計年度末比3,601百万円増の35,469百万円
となった。フリー・キャッシュ・フローは、前年同期比
3,071百万円増の45,004百万円のキャッシュ・インと
なった。

（１）営業活動によるキャッシュ・フロー
　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整
前当期純利益が増加したものの、新企業年金制度へ
の移行に伴う特別掛金の拠出があったこと等により、

前年同期比1,609百万円減の66,203百万円のキャッ
シュ・インとなった。

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー
　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産
の取得による支出の減少等により、前年同期比4,681
百万円減の21,198百万円のキャッシュ・アウトとなった。

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー
　財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行
による収入の減少等により、前年同期比164百万円増
の41,427百万円のキャッシュ・アウトとなった。
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【セグメント情報】 ※表中の金額は、単位未満切り捨て

前連結会計年度
  （自2016年4月1日
    至2017年3月31日）

A

当連結会計年度
  （自2017年4月1日
    至2018年3月31日）

B

増　　　減

B - A B/A × 100

区　　　　　　　分 金額（億円） 金額（億円） 金額（億円） （％）

 営業収益 2,174 2,312 138 106.4 

　　　　　 空港運営事業 1,052 1,068 16 101.5 

　　　　　 リテール事業 788 911 123 115.6 

　　　　　 施設貸付事業 303 302 △ 0 99.8 

　　　　　 鉄道事業 29 29 0 100.0 

 営業利益 414 466 51 112.5 

　　　　　 空港運営事業 43 67 24 156.0 

　　　　　 リテール事業 223 255 31 114.1 

　　　　　 施設貸付事業 141 139 △ 2 98.4 

　　　　　 鉄道事業 6 6 △ 0 98.2 

 経常利益 372 432 59 116.0 

 親会社株主に帰属する当期純利益 253 359 105 141.7
（注）	報告セグメントの内容
	 空港運営事業・・・・・・・・・発着、給油、警備等の空港施設の整備・運営及び旅客サービス施設等の空港事業に係る施設の管理・運営事業
	 リテール事業 ・・・・・・・・・商業スペースの運営事業並びに免税店（市中免税店を含む）、小売・飲食店、取次店の運営、各種空港関連サービスの提供及び広告代理業
	 施設貸付事業・・・・・・・・・航空会社等を主要顧客とした事務所、貨物施設等の賃貸事業
	 鉄道事業 ・・・・・・・・・・・・成田国際空港周辺地域及び成田国際空港と首都東京を直結する鉄道事業

4 セグメント別概況

（１）空港運営事業
　空港運営事業では、韓国線、香港線を中心としたア
ジア方面における新規就航や増便等により航空機発
着回数が増加したことにより、航空機材の小型化に伴
う機材重量の減少等はあるものの、空港使用料収入
は前年同期比0.0%増の40,008百万円となった。また、
航空機発着回数は増加したものの、近距離・小型機
材路線が増加し、長距離・大型機材路線が減少したこ
と等により給油量が減少し、給油施設使用料収入は
前年同期比1.8%減の15,592百万円となった。一方、国
際線外国人旅客数や国内線旅客数が増加したこと等
に伴い旅客施設使用料収入は前年同期比4.0%増の
38,908百万円となった。
　 以 上の 結 果、営 業 収 益 は前年同 期 比1.5%増の
106,865百万円、営業利益は年金資産の運用収益改
善に伴い退職給付費用が減少したこと等により前年同
期比56.0%増の6,776百万円となった。

（２）リテール事業
　リテール事業では、国際線外国人旅客数の増加
や、前年下期に開業した第2ターミナルの免税店・ブ

ランドモール「ナリタ5番街」及び第1ターミナルにお
いて日本食の専門店を6店舗集めた「NARITA Dining 
Terrace」の通年化、国内空港初となる到着時免税店
の国際線到着エリアでの開業及び第1ターミナル出国
手続き後エリアの新規店舗の開業、中国系のお客さま
を中心とした訪日外国人向け販売促進施策の効果等
により、子会社が運営する直営店舗の物販・飲食収入
は前年同期比18.0%増の70,470百万円、一般テナント
からの構内営業料収入は前年同期比9.7%増の11,368
百万円となった。
　以上の結果、営業収 益は前年同期比15.6%増の
91,172百 万 円、営 業 利 益 は前年 同 期 比14.1%増の
25,526百万円となった。

（３）施設貸付事業
　施設貸付事業では、営業収益は前年同期比0.2%
減の30,267百万円、営業利益は前年同期比1.6%減の
13,958百万円となった。

（４）鉄道事業
　鉄道事業では、営業収益は前年同期比0.0%増の
2,983百万円、営業利益は前年同期比1.8%減の621
百万円となった。


